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説  明  書 
 

議案第71号 島田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部を改正する条例について 

令和５年６月に公布された行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第48号）の施行により、行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法

律第27号）の一部が改正されたこと、及び同法の施行に係る命令が新規制定されたこ

とに伴い、引用する条文の整理等を行うため、条例の一部を改正し、公布の日から施

行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第72号 島田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例について 

令和６年５月に公布された雇用保険法等の一部を改正する法律（令和６年法律第26

号）の施行により、国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）の一部が改正さ

れたことを受け、本市においても国と同様の制度とするため、条例の一部を改正し、

一部の規定を除き、令和７年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第73号 島田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３

年法律第76号）の一部改正に伴い、働きながら育児がしやすい環境を整備することを

目的に、所定外労働の制限対象となる職員の範囲を拡大するため、条例の一部を改正

し、令和７年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第74号 島田市手数料条例の一部を改正する条例について 

令和７年３月末日をもって土地台帳を閲覧に供する事務を廃止しようとすることに

伴い、当該事務に係る手数料の規定を削除するため、条例の一部を改正し、令和７年

４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第75号 島田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例

及び島田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例について 

令和６年３月に公布された介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人



員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準の一部を改正する省令（令和６年厚生労働省令第61号）の施行に伴い、地

域包括支援センターの職員数に関する基準の緩和等を行うため、条例の一部を改正

し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第76号 島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

令和６年３月に公布された地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第

136号）の施行に伴い、国民健康保険税における後期高齢者支援金等課税額の課税限

度額を改めるため、条例の一部を改正し、一部の規定を除き、令和７年４月１日から

施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第77号 島田市伊太体育館条例を廃止する条例について 

優先交渉権者による旧伊太小学校の利用開始が令和７年４月以降に予定され、伊太

体育館を令和７年３月31日をもって閉鎖する必要が生じたため、条例を廃止し、令和

７年４月１日から施行しようとするものです。 

 

議案第78号 静岡地方税滞納整理機構規約の変更について 

森林環境税及び特別法人事業税が創設されたことに伴い、静岡地方税滞納整理機構

規約のうち、同機構が処理する事務に係る規定を変更することについて、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第291条の３第１項の規定により、関係自治体と協議するた

め、同法第291条の11の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第79号 指定管理者の指定について（島田市こども館） 

島田市こども館の指定管理者を、東海ビル管理株式会社に指定しようとするため、

地方自治法第244条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第80号 市道路線の認定について 

切山地内における静岡県が施工する農地整備事業に伴い、市道の見直しをした１路

線を認定するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議

会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第81号 市道路線の廃止について 

切山地内における静岡県が施工する農地整備事業に伴い、市道の見直しをした１路

線、中河地内における民間事業者の土地利用に伴い、市道の見直しをした１路線、計

２路線を廃止するため、道路法第10条第３項において準用する同法第８条第２項の規



定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。  
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新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる市の機関が

行う同表の右欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人番号利用事務

とする。 

２ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度で利

用特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。ただし、法

の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実

施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

い。 

３ 前項の規定による利用特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規

則その他の規程の規定により当該利用特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面

の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の規定による特定個人情報の提供は、別表第２の第１欄に掲

げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理

するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供することにより行うもの

とする。 

２ 省略 

別表第２（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活保護法（昭和25年法律

第144号）による保護の決

定及び実施又は徴収金の徴

収に関する事務であって行

政手続における特定の個人

を識別するための番号の利

用等に関する法律第19条第

８号に基づく利用特定個人

情報の提供に関する命令

（令和６年デジタル庁・総

務省令第９号。以下「令」

という｡)第44条で定めるも

学校保健安全 法

（昭和33年法律第

56号）による医療

に関する費用につ

いての援助に関す

る情報であって令

第44条で定めるも

の 

議案第71号 
参 考 

－ 6 －
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対  照  表 

旧 条 文 

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる市の機関が

行う同表の右欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う法別表第２の第２欄に

掲げる事務とする。 

２ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために必要

な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用す

ることができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用

して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができ

る場合は、この限りでない。 

３ 前項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規則そ

の他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が

義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号の規定による特定個人情報の提供は、別表の第１欄に掲げる

機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理する

ために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供することにより行うものとす

る。 

２ 省略 

別表第２（第５条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活保護法（昭和25年法律

第144号）による保護の決

定及び実施又は徴収金の徴

収に関する事務であって行

政手続における特定の個人

を識別するための番号の利

用等に関する法律別表第２

の主務省令で定める事務及

び情報を定める命令（平成

26年内閣府・総務省令第７

号。以下「令」という｡)第

19条で定めるもの 

学校保健安全法

（昭和33年法律第

56号）による医療

に関する費用につ

いての援助に関す

る情報であって令

第19条で定めるも

の 

－ 7 －
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の 

省略 ２ 教育委員

会 

学校保健安全法による医療

に要する費用についての援

助に関する事務であって令

第65条で定めるもの 

住民基本台帳 法

（昭和42年法律第

81号）第７条第４

号に規定する事項

であって令第65条

で定めるもの 

３ 市長 中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第30

号）による支援給付の支給

に関する事務であって令第

127条で定めるもの 

学校保健安全法に

よる医療に関する

費用についての援

助に関する情報で

あって令第127条

で定めるもの 

－ 8 －
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省略 ２ 教育委員

会 

学校保健安全法による医療

に要する費用についての援

助に関する事務であって令

第24条で定めるもの 

住民基本台帳法

（昭和42年法律第

81号）第７条第４

号に規定する事項

であって令第24条

で定めるもの 

３ 市長 中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第30

号）による支援給付又は配

偶者支援金の支給に関する

事務であって令第44条で定

めるもの 

学校保健安全法に

よる医療に関する

費用についての援

助に関する情報で

あって令第44条で

定めるもの 

－ 9 －
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市職員の退職手当に関する条例  

 

 

 

（失業者の退職手当） 

第10条 省略 

２ 

  省略 

10 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、第１項又は第３項

の規定による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規定に該当する

ものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又は求職

活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

(1) 

  省略 

(3) 

(4) 安定した職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３項に規定する就業促進手

当の額に相当する金額 

(5) 省略 

(6) 省略 

12 省略 

13 省略 

14 第11項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第３項又は第11

項の規定の適用については、雇用保険法第56条の３第１項第１号に該当する者に係

る就業促進手当について同条第４項の規定により基本手当を支給したものとみなさ

れる日数に相当する日数分の第１項又は第３項の規定による退職手当の支給があっ

たものとみなす。 

 

 

 

 

 

15 

  省略 

17 

 

附 則 

１ 

～ 

～ 

～ 

議案第72号 
参   考 
 
 
 

－ 10 －
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対  照  表 

旧 条 文 

（失業者の退職手当） 

第10条 省略 

２ 

  省略 

10 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、第１項又は第３項

の規定による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規定に該当する

ものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又は求職

活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

(1) 

  省略 

(3) 

(4) 職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３項に規定する就業促進手当の額に

相当する金額 

(5) 省略

(6) 省略

12 省略 

13 省略 

14 第11項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第３項又は第11

項の規定の適用については、次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める

日数分の第１項又は第３項の規定による退職手当の支給があったものとみなす。 

(1) 雇用保険法第56条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当 当該退職手当の支給を受けた日数に相当する日数 

(2) 雇用保険法第56条の３第１項第１号ロに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当 当該就業促進手当について同条第５項の規定により基本手当を支

給したものとみなされる日数に相当する日数 

15 

  省略 

17 

附 則 

１ 

～

～

～

－ 11 －
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１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

  省略 

20 

21 平成16年３月31日に国立大学法人法（平成15年法律第112号）附則別表の上欄に

掲げる機関（以下「旧機関」という｡)の職員として在職する者が、同法附則第４条

の規定により引き続いて国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法

人及び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人という。以下同じ｡)の職員とな

り、かつ、引き続き国立大学法人等の職員として在職した後引き続いて職員となっ

た場合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、

その者の国立大学法人等の職員として引き続いた在職期間を職員としての引き続い

た在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を退職したことにより退職

手当（これに相当する給付を含む｡)の支給を受けているときは、この限りでない。 

 

22 旧機関の職員が、第７条第５項に規定する事由によって引き続いて職員となり、

かつ、引き続いて職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となった

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退職手当

の支給の基準（国立大学法人法第35条の２において準用する独立行政法人通則法

（平成11年法律第103号）第50条の10第２項に規定する基準をいう｡)により、当該

国立大学法人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められているとき

は、規則で定める場合を除き、この条例の規定による退職手当は、支給しない。 

23 省略 

24 省略 

25 令和９年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第10項の規定の適用につい

ては、同項中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附則第５条」と、同項第

２号中「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者と

して規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこ 

 

 

る厚生労働省令で定める理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１

附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、市長が同法第24条の２第１項

項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同

に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除

第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

く｡) 

 

～ 

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定す 

 ウ 特定退職者であって、雇用保険法 
とが適当であると認めたもの」とあるのは 

とする。 
」 

－ 12 －
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１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

  省略 

20 

21 平成16年３月31日に国立大学法人法（平成15年法律第112号）附則別表第１の上

欄に掲げる機関（以下「旧機関」という｡)の職員として在職する者が、同法附則第

４条の規定により引き続いて国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大

学法人及び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人という。以下同じ｡)の職員

となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員として在職した後引き続いて職員と

なった場合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算について

は、その者の国立大学法人等の職員として引き続いた在職期間を職員としての引き

続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を退職したことにより

退職手当（これに相当する給付を含む｡)の支給を受けているときは、この限りでな

い。 

22 旧機関の職員が、第７条第５項に規定する事由によって引き続いて職員となり、

かつ、引き続いて職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となった

場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退職手当

の支給の基準（国立大学法人法第35条において準用する独立行政法人通則法（平成

11年法律第103号）第50条の10第２項に規定する基準をいう｡)により、当該国立大

学法人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められているときは、規則

で定める場合を除き、この条例の規定による退職手当は、支給しない。 

23 省略 

24 省略 

25 令和７年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第10項の規定の適用につい

ては、同項中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附則第５条」と、同項第

２号中「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により

就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者と

して規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うこ 

 

 

る厚生労働省令で定める理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１

附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、市長が同法第24条の２第１項

項第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同

に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条

４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除

第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

く｡) 

～

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定す 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法
とが適当であると認めたもの」とあるのは 

とする。
」 

－ 13 －



（最終印刷日時：2024/11/11 午前 9 時 15 分） 
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新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) 

第８条の２ 省略 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育する

ために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、第７条第２項に規定する勤務（災害その他

避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。以下同じ｡)をさせてはなら

ない。 

３ 

  省略 

５ 

～

議案第73号 
参 考 

－ 14 －



 （最終印刷日時：2024/11/11 午前 9 時 16 分） 

 

対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) 

第８条の２ 省略 

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が当該子を養育するために請求した場

合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難である場合を除き、第７条第２項に規定する勤務（災害その他避けることのでき

ない事由に基づく臨時の勤務を除く。以下同じ｡)をさせてはならない。 

 

３ 

  省略 

５ 

～ 

－ 15 －



（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 51 分） 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市手数料条例  

 

 

 

別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

 

省略 

 

８ 削除 

 

省略 

 

 備考 省略 

議案第74号 
参   考 
 
 
 

－ 16 －



（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 51 分） 
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対  照  表 

旧 条 文 

別表（第２条関係） 

番号 手数料を徴収する事

務 

名称 種類 区分 金額 

省略 

８ 土地台帳を閲覧に供

する事務 

土地台帳閲覧

手数料 

１回につき300円 

省略 

備考 省略 

－ 17 －



（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 53 分） 
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新  旧  条  文 

新 条 文 

○島田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例（第１条関

係） 

（人員に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員

の員数（地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則（平成11年厚生省

令第36号）第140条の66第１号イに規定する地域包括支援センター運営協議会をい

う。以下同じ｡)が第１号被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘

案して必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援センターの職

員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時

間数で除することにより、当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の

員数に換算する方法をいう｡)によることができる。次項において同じ｡)は、原則と

して次のとおりとする。 

(1) 省略

(2) 省略

(3) 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則第140条の66第１号イ(3)に規定する

主任介護支援専門員をいう｡)その他これに準ずる者 １人 

２ 前項の規定にかかわらず、地域包括支援センター運営協議会が地域包括支援セン

ターの効果的な運営に資すると認めるときは、複数の地域包括支援センターが担当

する区域を一の区域として、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね

3,000人以上6,000人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該複数の地

域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一の地域包括支援セン

ターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。この場合において、当該区域内の

一の地域包括支援センターに置くべき常勤の職員及びその員数は、同項各号に掲げ

る者のうちから２人とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域

に一の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センター

運営協議会において認められた場合には、次の表の左欄に掲げる担当する区域にお

ける第１号被保険者の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定める人員配置基準による

ことができる。 

省略 

例規名 島田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例及 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

議案第75号 
参 考

－ 18 －
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（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 54 分） 
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対  照  表 

旧 条 文 

○島田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例（第１条関

係） 

（人員に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がお

おむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員

の員数は、原則として次のとおりとする。 

(1) 省略

(2) 省略

(3) 主任介護支援専門員その他これに準ずる者 １人

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域に

一の地域包括支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センター運

営協議会（介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の66第１号ロ

(2)に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。以下同じ｡)において認め

られた場合には、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める人員配置基準によることができる。 

省略 

び島田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 

－ 19 －

http://www.city.saiki.oita.jp/03shisei/03_07reikishu/reiki_int/reiki_honbun/r159RG00001344.html#e000000029
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○島田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（第２条関係） 

（指定介護予防支援の業務の委託） 

第15条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、法第115

条の23第３項の規定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。 

(1) 委託に当たっては、公正性及び中立性の確保を図るため地域包括支援センター

運営協議会（介護保険法施行規則第140条の66第１号イに規定する地域包括支援

センター運営協議会をいう｡)の議を経なければならないこと。 

(2) 

  省略 

(4) 

 

～ 

－ 20 －
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○島田市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（第２条関係） 

（指定介護予防支援の業務の委託） 

第15条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、法第115

条の23第３項の規定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げ

る事項を遵守しなければならない。 

(1) 委託に当たっては、公正性及び中立性の確保を図るため地域包括支援センター

運営協議会（介護保険法施行規則第140条の66第１号ロ(2)に規定する地域包括支

援センター運営協議会をいう｡)の議を経なければならないこと。 

(2) 

 省略 

(4) 

～

－ 21 －



（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 55 分） 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市国民健康保険税条例  

 

 

 

（課税額） 

第２条 省略 

２ 省略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が24万円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、24万円とする。 

４ 省略 

 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が24万円を超える場合には、24万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 

  省略 

(3) 

２ 省略 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の89第４項に規定す

る出産被保険者（以下「出産被保険者」という｡)が属する場合における当該納税義

務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額

するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割

額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者

につき第３条の規定により算定した所得割額の12分の１の額に、当該出産被保険

者の出産の予定日（地方税法施行規則第24条の30の５に定める場合には、出産の

日。以下同じ｡)の属する月（以下「出産予定月」という｡)の前月（多胎妊娠の場

合には、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」と

いう｡)のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当該出産

被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に規定す

～ 

議案第76号 
参   考 
 
 
 

－ 22 －



（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 56 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（課税額） 

第２条 省略 

２ 省略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が22万円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、22万円とする。 

４ 省略 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が22万円を超える場合には、22万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 

 省略 

(3) 

２ 省略 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の89第４項に規定す

る出産被保険者（以下「出産被保険者」という｡)が属する場合における当該納税義

務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額

するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割

額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者

につき第３条の規定により算定した所得割額の12分の１の額に、当該出産被保険

者の出産の予定日（地方税法施行規則第24条の30の５に定める場合には、出産の

日）の属する月（以下「出産予定月」という｡)の前月（多胎妊娠の場合には、３

月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という｡)のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当該出産

被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割額の12分の１の額

～

－ 23 －



  

- 2 - 

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）

の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月

数を乗じて得た額 

(3) 省略 

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第８条の規定により算定した被保険者均等割額

（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当

該年度に属する月数を乗じて得た額 

(5) 省略 

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額 当

該出産被保険者につき第11条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）の12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月数を乗じて得た額 

 

 （出産被保険者に係る届出） 

第24条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合に

は、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

５項に規定する個人番号をいう。以下同じ｡) 

(2) 

  省略 

(5) 

２  

  省略 

４  

 

～ 

 
～ 
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に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た

額 

(3) 省略

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第８条の規定により算定した被保険者均等割額の

12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

(5) 省略

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額 当

該出産被保険者につき第11条の規定により算定した被保険者均等割額の12分の１

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて

得た額 

 （出産被保険者に係る届出） 

第24条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合に

は、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号

(2) 

 省略 

(5) 

２ 

  省略 

４ 

～

～
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（最終印刷日時：2024/10/26 午後 4 時 57 分） 
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新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 静岡地方税滞納整理機構規約  

 

 

 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、次に掲げる事務を処理する。 

(1) 地方税法（昭和25年法律第226号）、森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律（平成31年法律第３号）及び特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関す

る法律（平成31年法律第４号）の規定に基づき、県又は市町が賦課徴収すること

とされている徴収金に係る滞納事案のうち、構成団体から広域連合が引き受けた

事案に係る滞納処分及びこれに関連する事務 

(2) 

  省略 

(4) 

 

～ 

議案第78号 
参   考 
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（最終） 
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対  照  表 

旧 条 文 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、次に掲げる事務を処理する。 

(1) 地方税法（昭和25年法律第226号）の規定に基づき、県又は市町が賦課徴収す

ることとされている地方税に係る滞納事案のうち、構成団体から広域連合が引き

受けた事案に係る滞納処分及びこれに関連する事務 

(2) 

  省略 

(4) 

～

－ 27 －



指定管理者に指定しようとする団体の概要及び評価票 

（島田市こども館） 

１ 指定管理者に指定しようとする団体の概要 

(1) 名称

東海ビル管理株式会社 

(2) 代表者

代表取締役 髙橋 一博 

(3) 所在地

浜松市中央区和田町708番地の１ 

(4) 設立年月日

昭和53年９月１日 

(5) 業務内容

ア ビルヂング、その他建造物の清掃管理業務

イ ビルヂング、その他建造物の設備（空調設備、給排水設備、電気設備、冷暖

房設備、消防設備、衛生設備）の施工、保全、保守、管理業務

ウ エレベーター、守衛、夜警、電話交換、受付、駐車場、ベットメイク、管理

業務

エ 硝子清掃等高架作業

オ ビルヂング及び工場に於ける法的規制を受ける大気汚染防止法令、水質汚濁

防止法令等による各種測定業務

カ ビルヂングに於ける法的規制を受ける建築物環境衛生管理基準、事務所衛生

管理基準による測定及び検査業務

キ ビルヂングの備品、機械並びに器具消耗品の販売

ク 室内装飾業

ケ 喫茶店及び食堂の経営

コ タバコ小売業

サ 一般廃棄物及び産業廃棄物処理業

シ 焼却炉の販売、施工及び修理

ス 電気工事、管工事、消防施設工事、電気通信工事、塗装工事の請負施工

セ 旅館、ホテル、その他宿泊施設の経営

ソ 酒類、各種飲料、食料品及び菓子類の販売

タ ファミリーサポートセンター事業

チ 一時託児預かり事業

ツ 子育て支援に関する事業

テ 指定管理事業

ト 植栽管理業務

ナ 労働者派遣事業

ニ レンタカー事業

ヌ 前各号に付帯する一切の業務

(6) 役員

役員 ６人（うち代表取締役１人、取締役４人、監査役１人）

議案第79号 
参 考 

－ 28 －



施設の名称

２　島田市指定管理者候補者選定委員会における評価票

島田市こども館

委員会の平均評価点数

評価項目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       団体の名称

　　評価内容

１ 事業計画の内容

施設の管理を完遂できる事業計画か。

施設の設置目的を十分に果たす計画か。

事業計画及びスケジュールに無理はないか。

職員配置、職員数及び採用計画は妥当か。

施設の利用を公平に行う配慮がなされているか。

地元企業の活用、地元雇用の促進等、地域振興に寄与する計画
か。

3.11 3.14

２ 施設の管理運営

利用者の意見を管理運営に反映できるか。また、利用者の利便
性の向上に配慮されているか。

施設の設置目的及び機能を理解しているか。

柔軟なサービス提供の取組が期待できるか。

緊急時の対応が図られているか。

個人情報保護の措置が図られているか。

3.26

３ 収支計画

収支予算の内容は適切であるか。

経費の圧縮が図られているか。

安定的な収入を得るための計画か。

他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさない
か。

市の歳出の軽減を図れるか。

中心市街地交流拠点施設としての事業展開が期待できるか。

3.40 3.40

４ 団体の能力及び
　 適格性

指定管理者制度の趣旨を理解しているか。

管理を行うのに十分な管理組織となっているか。

特定の政治団体、宗教等を偏重してないか。

最近の活動内容に評価する点はあるか。

施設の運営に対する意欲があるか。

3.60 3.37

16.96 16.34総合評価点数

備考
１　選定の方法は、次のとおりとする。
　(1) 評価は、原則として、評価内容ごとに、「５優れている、４やや優れている、３普通、２やや劣っている、１劣っている」
　　の５段階で行う。ただし、施設の設置目的により、配点を加減することができる。
　(2) 評価項目ごとに、各評価内容の評価点数を加算し、評価内容数で除した点数（小数点以下２桁未満の端数があると
　　きは、これを四捨五入して得た点数）を平均評価点数とし、その合計を総合評価点数とする。
　(3) 総合評価点数の最も高いものを指定管理者の候補者として選定するものとする。ただし、各評価項目の平均評価
　　点数に３点未満の点数がある場合は、指定管理者の候補者の選定対象としない。
２「３　収支計画」の評価内容のうち「他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさないか。」及び「４　団
　　体の能力及び適格性」のうち「最近の活動内容に評価する点はあるか。」については、該当事項がない場合は、
　　評価内容から除く。
３「５　施設の特殊性に着目した項目」の評価内容は、委員会の会議において決定する。

応募団体数 ２団体

東海ビル管理
株式会社

シダックス大
新東ヒューマ
ンサービス株

式会社

3.48 3.17

3.37

５ 施設の特殊性に
　 着目した項目

児童の安全を確保できる施設管理及び運営がなされるか。

児童福祉の向上を図るため、施設を最大限に活用し、積極的に
自主事業の開催ができるか。

年間、月間、週間の各行事について、工夫と配慮がみられる
か。

指定管理者が行う業務を効果的に行い、各業務の利用者満足の
向上が期待できるか。
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市道認定路線位置図 

議案第80号 
参   考 

切山宮前線 

県道 細江金谷線(至 静岡空港→) 
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市道廃止路線位置図 

議案第81号 
参   考 

切山宮前線 

県道 細江金谷線(至 静岡空港→) 
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市道廃止路線位置図 

中瀬４号線 

大井川 
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